
専 決 第 ２ 号

令 和 ７ 年 度 広 川 町 一 般 会 計 補 正 予 算 第 ６ 号

令和７年度広川町一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９，４８６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９，８５９，６１２千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和８年 １月２０日 専 決

広 川 町 長 氷 室 健太郎

－ 1 －



第１表  歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

 16 県支出金 954,157 9,454 963,611

  3 県委託金 54,526 9,454 63,980

 19 繰入金 303,055 32 303,087

  1 基金繰入金 303,055 32 303,087

歳               入               合               計 9,850,126 9,486 9,859,612

－ 2 － 一般会計



－ 3 －

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

  2 総務費 1,481,465 9,486 1,490,951

  4 選挙費 13,219 9,486 22,705

歳               出               合               計 9,850,126 9,486 9,859,612

一般会計



歳入歳出補正予算事項別明細書

１  総　括
歳　入 (単位：千円)

款 補正前の額 補正額 計

 16 県支出金 954,157 9,454 963,611

 19 繰入金 303,055 32 303,087

      歳          入          合          計 9,850,126 9,486 9,859,612

－ 4 － 一般会計
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歳　出 (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2 総務費 1,481,465 9,486 1,490,951 9,454 0 0 32

 歳     出     合     計 9,850,126 9,486 9,859,612 9,454 0 0 32

一般会計

一 般 財 源



２　　歳　入

(款)  16 県支出金 (項)   3 県委託金 (単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1 総務費県委託金 53,720 9,454 63,174   1 総務費県委託金 9,454 衆議院議員総選挙執行経費市町村交付金                    

　　 　　計 54,526 9,454 63,980

(款)  19 繰入金 (項)   1 基金繰入金

  1 財政調整基金繰入金 107,010 32 107,042   1 財政調整基金繰入 32 財政調整基金繰入金                                      

金

　　 　　計 303,055 32 303,087

一般会計

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

(款)   2 総務費 (項)   4 選挙費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  3 衆議院議員総 0 9,486 9,486 9,454 32   1 報酬 980 ◎　衆議院議員総選挙費                     9,486

選挙費   3 職員手当等 1,787   1 報酬                                     980

  7 報償費 35 　　・選挙管理委員報酬                        96

  8 旅費 1 　　・投票管理者、立会人報酬                 650

 10 需用費 951 　　・開票管理者、立会人報酬                 215

 11 役務費 2,191 　　・補助的会計年度任用職員報酬              19

 12 委託料 3,317   3 職員手当等                             1,787

 13 使用料及び賃 153 　　・時間外勤務手当                       1,787

借料   7 報償費                                    35

 17 備品購入費 71 　　・ポスター掲示場謝礼                      35

  8 旅費                                       1

　　・費用弁償                                 1

 10 需用費                                   951

　　・消耗品費                               700

　　・燃料費                                   5

　　・食糧費                                  17

　　・印刷製本費                             229

 11 役務費                                 2,191

　　・通信運搬費                           1,036

　　・手数料                               1,155

 12 委託料                                 3,317

　　・ポスター掲示板設置・撤去委託料         700

　　・投票受付業務委託料                   2,389

一般会計

節

一般財源



(款)   2 総務費 (項)   4 選挙費 (単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  3 　　・ポスター掲示板作成・回収委託料         228

 13 使用料及び賃借料                         153

　　・投票所借上料等                         153

 17 備品購入費                                71

　　・備品購入費                              71

　　計 13,219 9,486 22,705 9,454 32

一般会計

－ 8 －

節

一般財源



１特別職 （単位：千円）

報酬 給料 期末手当等 退職手当負担金 計
長等 3 0 22,611 6,374 6,784 35,769 6,003
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 10,686
その他の特別職 484 39,968 1,230 660 0 41,858 420
計 500 79,952 23,841 18,338 6,784 128,915 17,109
長等 3 0 22,611 6,374 6,784 35,769 6,003
議員 13 39,984 0 11,304 0 51,288 10,686
その他の特別職 412 39,007 1,230 660 0 40,897 420

計 428 78,991 23,841 18,338 6,784 127,954 17,109
長等 0 0 0 0 0 0 0
議員 0 0 0 0 0 0 0
その他の特別職 72 961 0 0 0 961 0

計 72 961 0 0 0 961 0

２一般職
（１）総括 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(  153  )

118 250,599 427,092 353,595 1,031,286 190,298
(  151  )

118 250,580 427,092 351,808 1,029,480 190,298
(   2   )

0 19 0 1,787 1,806 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,348 6,900 215,032 4,606 31,856 10,780 11,585 49,319 160 9,009 353,595
補 正 前 14,348 6,900 215,032 4,606 30,069 10,780 11,585 49,319 160 9,009 351,808
比 較 0 0 0 0 1,787 0 0 0 0 0 1,787

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

比 較
1,806

一般会計

備 考

補 正 後
1,221,584

補 正 前
1,219,778

比 較

0
0

961
961

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計

補 正 後

41,772
61,974
42,278

146,024

補 正 前

41,772
61,974
41,317

145,063
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給 与 費 明 細 書

区 分 職員数（人）
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共済費 合　計 備 考



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
(   3   )

484 0 427,092 313,660 740,752 142,527
(   3   )

118 0 427,092 311,873 738,965 142,527
(   0   )

366 0 0 1,787 1,787 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 14,348 6,900 175,097 4,606 31,856 10,780 11,585 49,319 160 9,009 313,660
補 正 前 14,348 6,900 175,097 4,606 30,069 10,780 11,585 49,319 160 9,009 311,873
比 較 0 0 0 0 1,787 0 0 0 0 0 1,787

備考１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 計
（ 150 ）

0 250,599 39,935 290,534 47,771
（ 148 ）

0 250,580 39,935 290,515 47,771
(   2   )

0 19 0 0 19 0

職員手当等の内訳
区 分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 退手組合負担金 管理職特別勤務手当 地域手当 小計 備 考

補 正 後 39,935 39,935
補 正 前 39,935 39,935
比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。

備考２　（　　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い

職員について外書きすること。

比 較
19

一般会計
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備 考

補 正 後
338,305

補 正 前
338,286

比 較
1,787

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計

補 正 後
883,279

補 正 前
881,492

給 与 費 明 細 書

区　　　　分 職員数（人）
給与費

共済費 合　計 備 考



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

職員数の異動状況
区分 在職数

補正後 118
補正前 118
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0
扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 0
通勤手当 0
時間外勤務手当 1,787
住居手当 0
児童手当 0
退職手当組合負担金 0
管理職特別勤務手当 0
地域手当 0

一般会計

職
員
手
当

1,787

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 1,787
衆議院議員総選挙に係る時
間外勤務手当の増

昇給昇格等に伴う増加分 0

その他の増減分 0

―　11　―

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

給
料

0

給与改定に伴う増減分 0



（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 補正後 補正前
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 232,000 232,000

311,325 40.22 高校卒 206,700 206,700
311,325 40.22

484
ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 12 12 ６級
５級 6 6 ５級
４級 24 24 ４級
３級 28 28 ３級
２級 33 33 ２級
１級 15 15 １級
計 118 118

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.30 2.35 4.65
2.30 2.35 4.65
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同
一般会計
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区分
国の制度との

異同
差異の内容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退
職特例・在職
期間調整

退職手当 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最高限度 加算措置等

118人
補 正 後
補 正 前

国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

補佐・室長・主幹
係長・統括主査
主査
主任主事
主事

区分
支給期別支給率（月分） 支給率 支給対象職員数

2%

区分
補正後 補正前

区分 行政職

課長・次長・局長・参事

区分
行政職 労務職

補 正 後
補 正 前


